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序     文 
 
独立行政法人国際協力機構は、マラウイ国からの技術協力要請に基づき、1999 年 4 月か

らマラウイ国立養殖センター（NAC）において、「マラウイ在来種増養殖技術開発計画」を

開始しました。 

当機構では、本計画の協力実績を把握し、マラウイ側と合同で協力効果の評価を行うと

共に、日本国及びマラウイ国の双方が取るべき措置を両国政府に報告することを目的とし

て、2003 年 11 月 22 日から 2003 年 12 月 15 日にかけて、当機構旧森林自然環境協力部長の

山口公章を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣しました。調査団は、マラウイ国政

府関係者や、派遣専門家と協議を行うと共に、プロジェクトサイトでの現地調査を実施し

ました。その後、国内作業を経て、調査団による調査結果を本報告書に取りまとめました。 

今回の調査・評価・協議の結果が、本協力の協力目標達成に役立つと共に、この技術協

力事業の実施が、今後の両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表

します。 

 

平成 16 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 古賀 重成 
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プロジェクトの位置図 

 

ドマシ 

カシントゥラ 



写  真 

 

プロジェクトサイトである国立養殖センター（NAC） 
 

 

 

小規模農家の養殖池の例（水が抜けてゆくため魚の成長が悪い） 



 
小規模農家の養殖池での給餌の様子（餌として使用しているのはマデヤ） 

 
 

 
女性グループによって管理されている養殖池（収穫の様子） 



略語一覧 

 
略   語 意   味 

C/P (Counterpart) カウンターパート 

GNP (Gross National Product) 国民総生産 

GTZ (The Deutsche Gesellschaft für Technische 

Zusammenarbeit) 

ドイツ技術協力公社 

HIV (Human Immunodeficiency Virus) ヒト免疫不全ウイルス（エイズウイルス）

MK (Malawi Kwacha) マラウイクワッチャ（通貨単位） 

M/M (Man-Month) 人月（単位） 

NAC (National Aquaculture Center) 国立養殖センター 

NGO (Non-Governmental Organization) 非政府組織（民間非営利団体） 

PCM (Project Cycle Management) プロジェクト・サイクル・マネジメント 

PDM (Project Design Matrix) プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PDM0 (PDM-zero) オリジナル PDM 

PDME (PDM-Evaluation) 評価用 PDM 

SADC (Southern African Development 

Community) 

南部アフリカ開発共同体 

WWF (World Wide Fund for Nature) 世界自然基金 

 



評価調査結果要約表 
1. 案件の概要 
国名：マラウイ 案件名：在来種増養殖技術開発計画 
分野：水産 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農村開発部第 3G 水産開発 T 協力金額（評価時点）：7.29 億円 

(R/D): 1999 年 4 月 1 日 
～ 2004 年 3 月 31 日 

先方関係機関：天然資源環境省水産局 

(延長): 日本側協力機関：東京水産大学・高知大学等 

 
 
協力期間 

(F/U) : 他の関連協力：マラウイ在来種増養殖研究計画

（1996 年 4 月～1999 年 3 月） 
1-1 協力の背景と概要 
マラウイにおける水産業は、国民の動物蛋白質摂取量の 70％を供給するなど、重要な役

割を担っているが、近年になり漁獲量が減少してきている。また、1992 年からマラウイ湖

固有種保護のため外来種の導入が全面禁止となっている。かかる背景のもと、「マ」国政府

の要請を受けて、我が国は在来種の養殖適性を解明することを目的として 1996 年 4 月から

3 年間のプロジェクト方式技術協力「マラウイ在来種増養殖研究計画」を実施し、一連の目

標である基礎的養殖技術の付与、研究環境の整備、養殖に適した魚種選定等を達成した。「マ」

国政府は 1997 年 9 月に同計画の成果を踏まえ養殖技術開発を行うため我が国に対し新たな

本件技術協力の要請を行った。 
 
1-2 協力内容 
（1）上位目標 

マラウイにおける適正な養殖技術が開発される 

（2）プロジェクト目標 
1. 新養殖魚種（ムパサ、ンチラ、ニングイ及びタンバ）4 種の種苗生産技術が確立さ

れる 
2. 既存養殖魚種（テラピア類及びヒレナマズ）の適正養殖技術が開発される 

（3）成果 
1.1 新養殖魚種の繁殖産卵生態が解明される 
1.2 新養殖魚種の親魚養魚技術が確立される 
1.3 新養殖魚種の産卵誘発・仔稚魚飼育の技術が確立される 
2.1 各種条件下で養殖魚種と養殖方式の適性が解明される 
2.2 ヒレナマズの安定的な種苗生産が行われる 
2.3 NAC で開発された技術が選択農家で実証される 
2.4 養殖に対する農民の意欲・興味が高まる 

（4）投入（評価時点） 
日本側： 
  長期専門家派遣 12 名   機材供与        5,984 万円 
  短期専門家派遣 13 名   ローカルコスト負担   6,905 万円 
  研修員受入   21 名（内 2 名は第三国（フィリピン）） 
相手国側： 
  C/P 配置 12 名   土地・施設提供  国立養殖センター（34 ha） 
ローカルコスト負担 MK 19,448,300 
 



2． 評価調査団の概要 
 調査者 山口公章（団長）   JICA 森林・自然環境協力部 部長 

佐藤 哲（淡水魚養殖）WWF ジャパン 自然保護室 室長 
関森清己（実証試験） 埼玉県農林総合研究センター水産研究所  

養殖担当部長 
渡部和石（評価分析） インテムコンサルティング株式会社 自然環境部 

主任研究員 
堧水尾真也（計画管理）JICA 森林・自然環境協力部 水産環境協力課 職員 

調査期間 2003 年 11 月 22 日～2003 年 12 月 15 日 評価種類：終了時評価 
3． 評価結果の概要 
3-1 実績の確認 
本プロジェクト目標の 1 つめである新養殖魚種（マ国固有種であるが養殖魚としては従来

扱われていなかった在来コイ科魚類の 4 種ムパサ・ンチラ・ニングイ・タンバ）の種苗生産

技術確立は、指標であった 2 種以上での技術確立も達成され、C/P による採卵・孵化・仔稚

魚飼育が可能となった。2 つめの目標である既存養殖魚種（既にマ国にて養殖の対象となっ

ているティラピア類及びヒレナマズ）の適正養殖技術については、方向性が明確にされたも

のの、育成技術及び実証試験の分野において試験場レベルから小規模農家への適応可能な技

術移転が十分になされておらず、その体制確立にはさらなるフォローアップ協力が必要な状

況にある。 
 
3-2 評価結果の要約 
（1）妥当性 
 本プロジェクトの目標は、「マ」国の国家水産開発計画に沿うものであり、かつメイズに

代わる代替収入源の創出という小規模農家のニーズにも合致している。また、プロジェクト

が目指す小規模農家における適性養殖技術の確立は、「マ」国の貧困削減政策に寄与するも

のであり、乱獲により年々減少傾向にあるマラウイ湖漁業資源への漁獲圧減少を促すと共

に、漁獲漁業に代わる国民への新たなタンパク供給源として寄与するものである。さらに、

JICA の対マラウイ国別事業実施計画における援助重点分野である食糧安全保障にも寄与す

るものであることから、以上の観点より本プロジェクトは妥当である。 

（2）有効性 
 本プロジェクトにより確立された技術はプロジェクト目標の一部達成に寄与した。しか

し、専門家着任時期の遅れなどから一部の活動に関してはまだ具体的な成果が出ていない。

また、プロジェクトは小規模農家を対象とした既存養殖魚の適正養殖技術の開発に力点を置

いたため、ターゲットグループのひとつである「一部商業養殖農家」を対象とする適正養殖

技術開発にかかる活動は、別途実施されている開発調査でフォローされていることと、小規

模農家支援に比較して優先度が低かったため限定的であった。以上より、計画された成果は

プロジェクト目標を達成するには十分であり、有効性は比較的高いと判断されるものの、実

際のプロジェクトにおいては、上述の通りプロジェクト目標の完全達成には至らなかった。

（3）効率性 
 本プロジェクトにより供与された機材は、プロジェクトにおける各種活動に効率的に使用

され、また適切に維持管理されている様子が確認された。しかし、育成技術分野及び実証試

験分野専門家の任期短縮や着任時期，加熱処理機材の供与，種苗生産施設の建設の遅れや、

実証試験分野へのマラウイによる C/P 配置の不十分さなどが、本プロジェクトの効率性をや

や低めた。 



（4）インパクト 
 本プロジェクトは、地域の農家や女性グループが養魚を営むことで、食糧と現金収入を確

保することに寄与し、小規模農家の養殖への関心が高まるなど、マラウイ国における養殖開

発に貢献している。また、本プロジェクト目標が達成され、小規模農家における適応可能な

養殖技術が示されることは、上位目標達成のための必要不可欠な条件であるといえることか

らも、本プロジェクトのインパクトは大きいと判断される。 

（5）自立発展性 
 本プロジェクト活動の結果、池の漏水防止や適度な水深の確保，窒素源の投入，性差を利

用した飼育技術による生産の増大という 3 つの技術を核とした研究段階での技術は完成・整

備されつつある。しかし、育成技術及び実証試験分野においては、多様な農家の現状に適し

た応用技術の開発という面で未だ課題を残しており、こういった観点から、NAC の技術面

での自立発展性は低いと判断される。また、体制・組織維持の観点からは、 
自立発展性を大きく左右する自己資金の調達にかかる課題が残っている。 
 
3-3 効果発現に貢献した要因 
（1）計画内容に関すること 

活動に盛り込まれた Open Field Day（選択農家の見学会）の開催は、本プロジェクト目標

の達成に大きく貢献した。Open Field Day では、本プロジェクトのもと技術の実証試験の対

象となっている選択農家にて、一般農民を対象に養殖実施の際必要な基礎技術指導やセミナ

ーを行い、農民の養殖に対する興味を格段に高めることにつながった。 

（2）実施プロセスに関すること 
責任の所在をはっきりとさせると共に、失敗を再発させないために、毎日始業ミーティン

グを開催し、誰がどの仕事をどの順番で行うかを明確にし、業務内容やデータを電子情報化、

常時アップデートしながら業務や結果の共有化を促進した。その結果、いつもお互いが今何

をしているのかを把握可能となり、同時に意識するようになり、業務の効率化につながった。

 
3-4 問題及び問題を惹き起こした要因 
（1）計画内容に関すること 

PDM で規定されている本プロジェクトのターゲットグループ（小規模農民及び一部商業

養殖場）は双方のニーズが一致しているとは言い難く、力点を一方の小規模農民に置かざる

を得ない背景があった。また、成果が期待されるヒレナマズの種苗生産や活動計画に盛り込

まれた人工飼料開発は、本プロジェクトのターゲットグループのひとつである商業養殖場の

ニーズから PDM に盛り込まれたと考えられるものの、小規模農民による人工飼料入手は不

可能に近く、また、小規模農民によるヒレナマズの養殖は実際困難でもあり、これらは本プ

ロジェクトが力点を置いた小規模農民のニーズに合致しているとは言い難い。さらに、実証

試験分野の長期専門家の派遣時期が、育成技術分野の長期専門家の派遣時期よりも遅く設定

されており、その結果として小規模農民を対象とした社会経済調査の実施が遅れた。そのた

めこれらの事柄は、本プロジェクト実施に際して、活動方針の決定を困難としたり、結果と

してプロジェクト活動を遅延させるなどの阻害要因となった。 

（2）実施プロセスに関すること 
育成技術分野の日本人長期専門家 2 名が任期を短縮した（1 名は傷病，1 名は個人的事情

による）ことは、スムースなプロジェクト活動の進捗と活動内容の継続性といった点で、本

プロジェクト実施に際しての阻害要因となった。 
 



3-5 結論 
 評価分析の結果、プロジェクト目標は概ね達成されたと判断される。新養殖魚種として指

定された 4 魚種の種苗生産の歩留まりは 70% 前後を達成しており、種苗生産技術はほぼ確

立されている。選択された養殖農家における既存養殖魚種であるティラピア類の生産性につ

いては増加を示し、プロジェクト目標の 2 点目も達成されつつある。NAC の技術面、組織

面での能力も強化され、既存養殖魚種の適切な養殖方法は、様々な課題を抱えつつも、マラ

ウイ国で初めて確立されつつある。また、本プロジェクトはマラウイ国の小規模農民が養魚

へ取り組むことができる大きな可能性を示し、選択農家の周辺に存在する小規模農民の養魚

への取り組み意欲を高めることに大いに貢献した。さらに本プロジェクトで開発された技

術、ノウハウはマラウイ国の今後の養殖開発へも大きく貢献しうるものと思われる。しかし、

開発された養殖技術や蓄積された養殖対象魚の生物学的知見はマラウイ国をはじめとする

関係機関に広く普及されてはいない。今後は関係機関へのこうした技術や生物学的知見のさ

らなる普及が望まれる。また、実証試験分野及び育成技術分野においても、特に小規模農民

を対象とした適応可能な養殖技術の普及に、力を注ぐことも望まれる。またプロジェクトに

おける今後の自立発展性を考慮した場合、現在凍結されている自己資金調達手段のひとつで

あるリボルビングファンド再開へのマラウイ国関係者のさらなる努力と、今後の自立発展性

を念頭においたマラウイ国の実状に適した自己資金調達方法の模索も必要である。 
 
3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
（1）協力期間終了時まで 

今回調査結果をもとに、プロジェクト活動を通じて、その対象地域の小規模農家におい

て、淡水養殖を導入しようという機運が高まってきていることが確認されたものの、プロ

ジェクト成果の応用はまだ限定的であり、また外部関係機関等との協調や情報の共有など

に関しては十分になされていない状況であった。そのため、プロジェクト期間の終了まで

に、プロジェクトで積極的に取り組むべきことに関して、調査団より下記 3 点の提言を行

った。 
1) 現地で入手可能な施肥剤を用いた、低投入・低コストの既存養殖魚種の養魚技術を改

善する必要がある。 
2) プロジェクト活動により得られた成果や知見を、広く小規模農家や養殖関連機関と共

有できるように、その普及や伝達の方法を改善する必要がある。 
3) 養殖に関する研究・技術開発を行っている他の関係機関との連携を強化し、チャンボ

資源回復戦略に整合する研究活動も積極的に強化していく必要がある。 

（2）協力期間終了後 
プロジェクト協力期間が終了するにあたり、プロジェクトで確立された体制や成果・知

見の自立発展性を確保し、今後も引き続き NAC における各種活動を継続的に実施してい

くことが、プロジェクト対象地域における小規模農家の生計向上に寄与しうると本調査に

より確認された。また、特に小規模農家で適応可能な低投入での養魚方法の開発、ならび

にプロジェクトで開発された技術を地域に移転してゆく活動に関しては何らかの継続的

支援が必要と考えられる。そのため、現在の体制を維持し、さらにその効果を発現させる

ため、調査団から下記の 2 点の提言を行った。 
1) マラウイ政府は、NAC における必要な活動を実施するために、回転資金などの自己資

金調達手段を NAC で確立することによりその運営資金を確保すると共に、現状の人員

配置を保持する必要がある。 
2) マラウイにおける養殖開発と小規模農家の生計向上のため、日本とマラウイの両国政

府は、本プロジェクトの成果に基づき、将来のさらなる協力の枠組みについて、早急

に検討を行う必要がある。 



 
3-7 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、 

実施、運営管理に参考となる事柄） 
アフリカ諸国の中でも最貧国に属するマラウイにおいて、淡水養殖の普及は小規模農家の

生計向上手段と栄養改善に効果的であると期待されるものの、その導入や実施に伴う制約が

多く、養殖のための餌料はその主要な制限要因のひとつとなっている。そのため、生産量の

増加に焦点を置く集約的な養殖よりも、鶏糞など現地で入手可能な施肥剤を用いた粗放的な

養殖を展開することが求められており、さらには畜産・農業など他分野との連携による効率

的な案件の実施を考慮する必要がある。 
また、マラウイでは教育や医療が未発達な状況であり、多くの感染症による死亡者がでて

おり（同国における HIV 感染率は 50％を超えるとも言われている）、同国の平均寿命を押し

下げる一要因となっている。このことは、プロジェクトにおける技術者の定着率にも影響し

ており、技術の定着という観点から、できるだけ多くの C/P の配置を考慮する必要がある。

 
3-8 フォローアップ状況 

2005 年 4 月 1 日から 2007 年 5 月末日まで、約 2 年間のプロジェクト期間延長が決定され

た。本延長期間では、実際の小規模農家で適応可能な養魚技術の確立とその普及に内容を特

化して実施することで、本プロジェクトでは達成できなかったプロジェクト目標の達成を目

指すものである。 
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第 1 章 終了時評価調査の概要 
1－1 調査団派遣の経緯と目的 
 1999 年から始まった本プロジェクトの協力が 2004 年 3 月 31 日をもって終了するため、

マラウイ側と合同で日・マ双方の投入実績，活動実績，成果の達成状況，プロジェクト目

標達成状況等を把握し、妥当性，有効性，効率性，インパクト，自立発展性の各評価項目

にそった評価を行うことを、本調査団の派遣目的とする。 
また評価結果に基づき、協力期間終了時までに実施すべき活動及び協力期間終了後の協

力の方向性について「マ」側と協議のうえ議事録（ミニッツ）として取りまとめ「マ」側

と署名・交換を行う。 
 
1－2 調査団の構成と調査期間 
（1） 調査団の構成 
山口公章（団長）   JICA 森林・自然環境協力部 部長 
佐藤 哲（淡水魚養殖）WWF ジャパン 自然保護室 室長 
関森清己（実証試験） 埼玉県農林総合研究センター水産研究所 養殖担当部長 
渡部和石（評価分析） インテムコンサルティング株式会社 自然環境部 主任研究員 
堧水尾真也（計画管理）JICA 森林・自然環境協力部 水産環境協力課 職員 

 
（2） 調査期間（2003 年 11 月 22 日～2003 年 12 月 15 日） 
月 日 曜日 行           程 宿泊地 

22 土 （渡部）成田(17:35) → 香港(21:45)  JL735 
香港(23:50) → 

機中泊 

23 日 （渡部）→ ヨハネスブルグ (07:00) SA287 
ヨハネスブルグ (10:20) → リロングウェ (12:50) SA170 

リロングウェ
（マラウイ）

24 月 （渡部）JICA マラウイ事務所・関係省庁表敬 
リロングウェ → ゾンバ （陸路移動） 

ゾンバ 
（マラウイ）

25 火 （渡部）先行調査 同上 
26 水 （渡部）同上 同上 
27 木 （渡部）同上 同上 
28 金 （渡部）同上 同上 

（渡部）ゾンバ → リロングウェ（陸路移動） リロングウェ
（マラウイ）

29 
 

土 

（山口・佐藤・関森・堧水尾）成田(17:35) → 香港(21:45)  JL735 
香港(23:50) → 

機中泊 

（渡部）資料整理 

11 

30 日 
（山口・佐藤・関森・堧水尾）→ ヨハネスブルグ (07:00) SA287 
ヨハネスブルグ (10:20) → リロングウェ (12:50) SA170 

リロングウェ
（マラウイ）

1 月 08:15 JICA マラウイ事務所との協議 
10:40 水産局との評価調査内容打合せ 
14:10 大蔵省との協議 
15:20 マラウイ大学ブンダ農学校との協議・学内養殖関連施設及び

学外試験場視察 

リロングウェ
（マラウイ）

2 火 07:00 リロングウェ出発 
11:30 マラウイ湖国立公園（Cape Maclear）状況視察 
13:30 モンキーベイ水産研究所との協議及び視察 
16:00 MALDECO FISHERIES との協議及び視察 

ゾンバ 
（マラウイ）

3 水 08:30 マラウイ大学チャンセラー校との協議及び視察 
11:00 プロジェクトサイト（国立養殖センター・ドマシ養殖場）着 

各種評価調査（専門家活動内容, ドマシ養殖場施設） 
19:30 調査終了 

同上 

12 

4 木 05:30 ゾンバ発 
プロジェクト周辺地域選択農家での実証試験分野活動の調査 

12:30 プロジェクトサイト（国立養殖センター・ドマシ養殖場）到
着 各種評価調査（専門家活動内容, 専門家・C/P へのイン
タビューなど） 

同上 
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19:30 調査終了・団内打合せ 
5 金 08:00 ゾンバ発 

10:30 プロジェクトサイト（国立養殖センター・カシントゥラ養殖
場）視察 

15:00 シレ側流域保全計画（開調）現場視察（ミララダム） 
18:00 調査終了・団内打合せ 

同上 

6 土 13:00 評価報告書・ミニッツ案作成 同上 
7 日 ゾンバ → リロングウェ（陸路移動） リロングウェ

（マラウイ）
8 月 09:30 JICA マラウイ事務所にて打合せ（調査団・専門家・JICA 事

務所） 
15:00 水産局協議（ミニッツ案修正） 

同上 

9 火 09:15 養殖開発マスタープラン調査団との意見交換 
14:30 水産局協議（ミニッツ最終案作成） 

同上 

10 水 09:00 合同委員会・ミニッツ署名 
12:00 レセプション 

同上 

（山口・堧水尾）10:00 JICA マラウイ事務所への調査結果報告 
 リロングウェ (13:35) → ヨハネスブルグ (16:10) SA171 

ヨハネスブルグ

（南アフリカ）
11 木 

（佐藤・関森・渡部）10:00 JICA マラウイ事務所への調査結果報告 
リロングウェ (13:35) → ヨハネスブルグ (16:10) SA171 
ヨハネスブルグ (17:25) → 

機中泊 

（山口・堧水尾）ヨハネスブルグ (09:05) → ルサカ (11:10) SA062 
 15:00 在ザンビア日本大使館への調査結果報告 
 16:45 JICA ザンビア事務所への調査結果報告 

ルサカ 
（ザンビア）

12 金 

（佐藤・関森・渡部）→ 香港(12:35) SA286 
香港(15:10) → 成田(19:55) JL732 

－ 

13 土 資料整理 ルサカ 
（ザンビア）

14 日 ルサカ (12:00) → ヨハネスブルグ (14:10) SA063 
ヨハネスブルグ (17:25) → 

機中泊 

 

15 月 → 香港(12:35) SA286 
香港(15:10) → 成田(19:55) JL732 

－ 

 
1－3 対象プロジェクトの概要 

マラウイにおいて水産業は、国民の動物蛋白質摂取量の 70％を供給するなど、重要な役

割を担っているが、近年になり漁獲量が減少してきている。また、1992 年からマラウイ湖

固有種保護のため外来種の導入が全面禁止となっている。かかる背景のもと、「マ」国政府

の要請を受けて、我が国は在来種の養殖適性を解明することを目的として 1996 年 4 月から

3 年間のプロジェクト方式技術協力「マラウイ在来種増養殖研究計画」を実施し、一連の目

標である基礎的養殖技術の付与、研究環境の整備、養殖に適した魚種選定等を達成した。

「マ」国政府は 1997 年 9 月に同計画の成果を踏まえ養殖技術開発を行うため我が国に対し

新たな本件技術協力の要請を行った。 
 本プロジェクトには、長期専門家 5 名（チーフアドバイザー，業務調整，種苗生産，育

成技術，実証試験）が派遣されており、1999 年 4 月 1 日～2004 年 3 月 31 日の協力期間で

活動を行っている。プロジェクトにおける主な活動は下記の 5 点である。 
(1) 新養殖魚種の繁殖産卵生態を解明し、親魚養成・産卵誘発・仔稚魚育成技術開発を行

う。  
(2) 各種条件下での養殖魚種と養殖方式の適性を解明する。 
(3) ヒレナマズの安定的な種苗生産技術を開発する。 
(4) 開発した技術をモデル農家で実証し、普及目的のマニュアル等を作成する。 
(5) 本プロジェクトで実施する活動が、終了後も持続発展できる体制を整備する。 
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第 2 章 終了時評価の方法 
2－1 PDME 

本プロジェクトの PDM は 1999 年 3 月に実施された事前調査時に作成された。しかしこ

の時点では上位目標の指標や指標データの入手手段、外部条件が空欄になっており、同年

10 月に実施された運営指導調査時に指標データの入手手段及び外部条件が設定された。た

だしこの時点においても上位目標の指標に関しては空欄となっていた。2001 年 10 月の中間

評価時においてはじめて上位目標の指標が設定され、同時に PDM の成果達成度を測る指標

が次のように変更された。 

PDM 変更箇所 

本終了時評価調査においては中間評価における「提言」を抜き出し吟味のうえ、評価用

の PDME として次のように PDM の活動箇所に付け加えた。なお、PDME では既存の PDM
の成果や活動に関する項目は一切削除していない。 

PDME として追加した箇所 
終了時評価調査時点（2003 年 12 月） 

1.1.2 ンチラについて天然飼育下の成長・成熟過程の研究を行う 
1.3.5 天然餌料培養・人工飼料生産の研究開発を行い、マデヤ粒の大きさや製粉方法と成

長との関係を調べ、NAC 製造の飼料に植物油脂 15%の添加を行う 
1.3.6 澱粉の消化性向上、または消化阻害物質の破壊が可能な加熱処理の影響について試

験を行う 
2.1.1 ビールかす、イースト、豆、米糠等について再度、飼料の原料となる可能性につい

て調査する 
2.1.2 基礎的な事項（既存養殖魚種の成長速度）を明らかにするために、水槽を用いた試

験を行う 
2.1.3 既存養殖魚種の成長、生産量の制限要因を調べる 
2.1.4 成長の優れた系群抽出のための選別育種試験を実施する 
2.1.5 再生産阻止対策（網生け簀高密度養殖、単一性養殖）を明らかにする 
2.3.2 現在までに得られた養魚成績を解析し、最適と考えられる養殖サイクルや技法を再

運営指導調査時点（1999 年 10 月） 中間評価調査時点（2001 年 10 月） 
指標 
2-2.(1) 種苗生産施設が完成する 
 
3.(1) プロジェクトの「重要活動」が選定され、

そのための予算がマラウイ側によって支出

される 
(2) 3.(1)の「重要活動」の実施がマラウイ側

C/P の主導で行われる 
 

指標 
2-2.(1) 少なくとも年間 100,000 尾の稚魚が

生産される 
 
3.(1)  NAC 自らによる研究活動が行われる

ようになる 
(2) リボルビングファンドのカウンターバ

リューファンドに占める割合が 25%から

75%に増加する 
(3) リボルビングファンドに占める養殖魚

の販売収入の割合が 20%から 50%に増加す

る 
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考し、その手法を実証する 
2.3.3 ヤギの糞を利用した施肥の実用化のための試験を行う 

 
2－2 主な調査項目と情報・データ収集方法 

本終了時評価では、PDME を作成し、評価時点での計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥

当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から以下の通り評価を実施した。 
(1) 国内準備作業 
・ 既存情報（調査報告書、四半期活動報告書等）のレビュー 
・ 現地調査項目の整理 
・ 質問票（専門家、C/P、プロジェクト実施対象農民に対する）の作成・送付 

 
(2) 現地調査（マラウイ側との合同調査） 
・ PDME 案の作成及び認証 
・ プロジェクト側からの活動成果報告 
・ 専門家、C/P に対するインタビュー調査 
・ プロジェクト施設の視察 
・ プロジェクト実施対象農民の養魚池の視察及びインタビュー調査 
・ 実績グリッド、評価グリッドの作成 
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第 3 章 調査結果 
3-1 現地調査結果 
3-1-1 プロジェクトを取り巻く状況 
（1）マラウイにおける水産業の現状 

水産業はマラウイにとって最も重要な動物タンパク源であり、同時におよそ5万人とい

われる零細漁民、1千人の水産業者、そして25万人の間接的な雇用を生み出し、GNPの4％
を創出する重要産業である。特に国民の大半を占める零細農民・漁業者にとって、魚類は

比較的安価なため入手可能なタンパク源、また極めて重要な現金収入源となっている。 
一方、特に主要な水産物の供給源である淡水生態系のマラウイ湖は、世界的に貴重な生

物多様性の宝庫であり、およそ800種の魚類固有種を有すると考えられている。それらの

固有魚種が水産資源の基盤を成すマラウイ湖の保全と持続的な管理による水産資源の振

興は、マラウイ国民の生活向上にとって喫緊の課題であると同時に、世界的な環境問題で

もある。しかしながら、マラウイの水産資源は未だ大きな負荷を受けている。たとえばマ

ラウイ湖の漁獲量は1988年から1992年の間に20％減少し、1988年に1万6千トンあったマロ

ンベ湖の年間漁獲量は1997年には4千トンにまで減少した。これにはそれらの湖の主要漁

場における過剰漁獲と自然環境の劣化がその背景にあるものと推察されている。 
人口増加と環境劣化が進む中マラウイの水産業の持続的発展を図るためには、マラウイ

湖などの漁業資源への負荷を軽減し、持続的な資源管理を行っていくことが不可欠な条件

にある。水産養殖は安価な代替タンパク源を提供することで天然資源への負荷を軽減でき

る有望な技術であり、特に零細農民、漁業者にとっての収入源、タンパク源として大きな

潜在性をもつものである。以上のことから、プロジェクトに最も強く期待される研究成果

は、零細農民、漁業者が応用可能な養殖技術の開発であると考えられる。この点において、

プロジェクトは特に近年の数年間において多大な成果を達成しつつあると言える。 
 
（2）マラウイ政府の水産養殖にかかわる政策 

国民にとって貴重な動物性タンパク質の供給源である水産業の振興とマラウイ湖に代

表される国際的に貴重な生態系保全との両立が、水産業の持続的な発展と国民の生活向上

に欠かせないという認識に基づき、1992年にマラウイ政府は世界に先駆け、生態系に回復

不可能な変化を起こしうる外来魚種の養殖をマラウイ国内において全面的に禁止した。さ

らに1997年には「漁業資源保全管理法（The Fisheries Conservation and Management Act）」、
1999年に「漁業管理と養殖政策(Fisheries Management and Aquaculture Policy)」を新しく制

定し、水産養殖を水産業振興策のなかの重要な要素として強調している。これら一連の政

策の最終的な目標は、「持続可能な範囲内での漁獲量増大により現金収入をもたらすと同

時に、自然水系由来の漁獲物供給を補完するための水産養殖業振興による漁村コミュニテ

ィの生活改善」と定義されている。この目標に照らせば、プロジェクトは漁村コミュニテ

ィ、あるいは広く養殖によって利益を受けうる農漁村コミュニティに現金収入と代替タン

パク源を供給し、その生活改善に資する養殖技術の確立を最優先すべきである。現金収入

と代替タンパク源供給によるコミュニティの生活改善といった観点からもプロジェクト

は有望な技術を生み出しつつあるものと評価できる。 
2003年に制定された「チャンボ資源回復戦略2003-2015（Chambo Restoration Strategic 

Plan）」は、マラウイにおける水産養殖において今後特に大きな影響力を持つものと考え

られる政策である。チャンボとはマラウイ湖に固有のティラピア類（カワスズメ科）3種
（Oreochromis karongae, O. squamipinnis, O. lidole）の総称である。チャンボはマラウイに
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おいて最も好まれる水産物で、いわば国民魚として位置付けられるが、その資源は1900
年代に激減した。チャンボを含むOreochromis属の国内総漁獲量に占める割合は、1989年
には15％であったが1995年には5％まで減少した。マラウイ政府と水産局はこの現状を受

け、2002年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議」にて合意した水産分野の国家目標

として、2010年までにチャンボ資源を1980年のレベルまで回復することを目指した戦略を

打ち出した。そのために、チャンボの厳密な管理、生息域環境の回復、ならびにチャンボ

類の増養殖を強化するものとしている。プロジェクトは現在チャンボの一種である

Oreochromis karongaeの親魚を保有しており、チャンボ資源回復戦略に整合する研究活動

を強化していくことが、今後の重要な課題となっている。 
 
（3）関連機関、組織との連携 

マラウイにおける水産養殖は、国家戦略に位置付けられる水産業の持続的な発展のため

に重要な一翼を担うものである。水産養殖にかかる技術開発に際しては、養殖分野に限ら

ず、広く漁業、淡水生態系、社会経済、政策などにかかわる多様な研究機関、行政組織や

実施機関との密接な連携のもとに、適正な養殖技術の開発と普及が図られるべきである。

また、研究費が不足し、研究者の人員や能力が必ずしも充実していない現状においては、

国内における密接な協力体制と交流により、乏しい人材と研究機会を最大限に活用するこ

とが、養殖技術の研究を将来にわたり発展させるために不可欠である。 
マラウイ国内においてプロジェクトの研究活動に関連が深い機関には、水産養殖に特化

したマラウイ大学ブンダ校の水産養殖学部、魚類の遺伝学的解析施設と社会経済的な研究

基盤を持つマラウイ大学チャンセラー校、魚類資源に関する基礎研究を行う水産局の水産

研究ユニットなどがある。また、養殖技術の商業化を目指す漁業会社、コミュニティ主体

の水産養殖の活性化を目指す国際 NGO などもある。このうち国際 NGO である「World Fish 
Center」はプロジェクトと同じ国立養殖センター（NAC）を基盤として活動している。こ

れらのうち 3 研究機関と 1 漁業会社について聞き取り調査を行ったが、プロジェクトの研

究活動と成果についての認知度は低いものであった。聞き取りを行った関連機関すべてが、

プロジェクトの内容に強い関心を示し、様々な領域での連携の可能性に言及したが、実際

に強固な連携関係にある機関はなく、プロジェクトの研究成果についてもほとんど情報を

得ていないのが現状であった。関連分野の研究機関や活動組織を対象とする情報発信、特

に英文 Web ページとニュースレターの充実が望まれる。また、プロジェクト及び NAC に

おいて強化を要する分野、たとえば社会経済的分析などの分野において、積極的に他研究

機関との連携体制を構築していくこと、養殖技術の普及に関してマラウイ国内で活動する

NGO などとの連携の可能性を探っていくことが望まれる。 
 
3-1-2 マラウイにおける淡水養殖業の現状とプロジェクトサイトにおける技術レベル及び

技術移転状況 
（1）マラウイにおける淡水養殖業の現状 
 マラウイにおける養殖業において 2,000 人以上の養魚農家が従事しており、4,000 以上

の池があるとされている。しかし、その生産量は年間 300 トンであり、技術水準は低いと

されている（マラウイ在来種増養殖技術開発計事前調査団報告書：7～8p）。また、養殖開

発マスタープラン調査現地調査報告書 1 によると、養殖農家数 4,050 農家、養殖池数 9,500
面、平均所有池数 1.6 面、平均的な大きさは 180 ㎡／1 面、所有池面積 284 ㎡／農家、平

均生産性 0.7t/ha（70g／㎡）となっており、養殖農家の過半数（72％）は年間生産量が 20kg
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以下、4 農家に 1 軒は過去 2 年間収穫なし、年間 60kg 以上の魚を生産する農家は全体の 4％
にすぎない、また、養魚池面数は毎年 15％の高い成長率を示している、と報告されてい

る。 
 本プロジェクトの実証試験を行っている 12 件の養魚農家及びステーションのうち、今

回の調査で 10 ヶ所を視察することができた。視察によりマラウイにおける養殖業の現状

を考察すると次のようになる。 
① 水源・電源の不足 
 マラウイの小規模養魚場では、電気及び井戸がないことが通常である。このような中、

日本で行われている給餌養魚技術を持ち込むこと及びその技術レベルによって判断する

ことは困難である。マラウイ国では、山からの沢水や極僅かな湧水を水源として養魚が行

われている。また、電源がないため水車・曝気筒を設置し池水に酸素補給を行うことは困

難である。 

② Oreochromis 属及び Tilapia 属を対象とした施肥養魚 
 小規模な養魚家においては、Chambo と呼ばれる Oreochromis 属の魚及び Tilapia 属の魚

が粗放的な施肥によって養殖されている。施肥材料として鶏糞が用いられているが十分で

はない。飼料としてはマデヤと呼ばれるトウモロコシの粉砕滓が用いられているが、栄養

面では十分とは言えない。 
種苗は、Oreochromis 属、Tilapia 属ともに養成池の中で繁殖するため、あえて種苗生産

する必要はないが、少なくとも池を 2 面以上持つ必要がある。実証農家における生産量は

180g～220g/㎡である。 

③ 養魚農家における直売 
 小規模養魚農家では、流通経路を持たず、池揚げの日程を周辺農家に知らせ、当日池揚

げと同時に販売するという直接販売形態を取っている。 
 これは、以下の点で高く評価できる。 
ア 新鮮な魚を地元地域に供給できる 
イ 流通コストがかからず、付加価値が高い 
ウ 地域に根ざした養殖である 

④ 不適切な池が多い 
 多くのドナーの援助のもと 4,000 以上の養魚池が造成されたものの、養魚池の造成経験

不足からか、漏水により水作りができない池、水深が浅く（20cm）生産に適さない池、

鳥害(特にサギ類)を受けやすい池が多く見受けられた。 

⑤ 養魚資材の不足 
 実証試験対象農家においてすら、地引網を持たず手網などの各種養魚資材を所有してい

ない。養魚の生産量が増え、収益を得た段階で購入することは可能であろうが、ほとんど

の農家では資材の共同所有か、借り入れの必要があるが、現在これらへの対策は取られて

いない。 

⑥ 普及員の不足 
 普及員に対する考え方は、マラウイ国と日本とでは異なるが、日本で行われているよう

な経営面・技術面におけるコンサルテーションを通じた普及が必要となっている。現在 2
名のマラウイ国普及員が、この形態での普及を行い成果を上げつつあるが、普及の人員不
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足は否めない。 

⑦ 経験不足と低い技術レベル 
 池を造成し、現実に魚を養成している農家であっても、その年数は短く経験不足である。

このため、技術の向上も進展していない。このような養魚農家に対しては、よりいっそう

経験のある普及員の巡回指導・コンサルテーションが必要である。 
 
（2）プロジェクトサイトにおける技術レベル及び技術移転状況 
 プロジェクトの当初目的に次の 2 点が掲げられている。 
① 新養殖魚種については、コイ科魚類 4 種（ムパサ、ウチラ、ニングイ、タンバ）の 

うち最低 2 種類の生産が確立される。 

② 既存養殖魚種（ティラピア類、ヒレナマズ）の適正養殖技術が開発される。 

 このうち①につては、種苗生産部門においてタンバ約 10 万尾、ンチラ 2 万尾の稚魚が

生産された。これにより、当初目的は達成され、新養殖魚種の繁殖産卵生態の解明、新養

殖魚種の親魚養成技術の確立、新養殖魚種の産卵誘発・仔稚魚育成技術の確立がなされた

ものと考えられる。 
 また、②については育成技術部門、実証試験部門において研究が進み、次のような養成

方法があることがわかった。 
ア 生産性を上げたい場合（個体重が小さくてもよい場合）は 10g～20g／㎡放養し、 

6 ヶ月の飼育期間で平均体重 60～80g とする 

イ 需要の高い大型魚（150～200g）を生産する場合は、O.shiranus では 10ｇ以上、T.rendalli
では 30g 以上に成長した段階で目視による雌雄鑑別を行い、雄の単性養殖を行う 

 
 このことにより、既存養殖魚種における各種条件下での養殖魚種と養殖方式の適正の解

明が明らかとなった。技術の移転状況については、C/P が専門家とともに技術開発を行っ

ている点、日本における研修を受けている点、実証試験部門で現実に生産農家の生産性が

向上している点から、多くの部分が技術移転できたものと考えられる。しかしながら、総

合的な養殖の観点からは依然経験不足は否めず、養魚池の水質管理、池の造成の実際等、

今後マラウイ側で習得すべき技術があるものと考えられる。 
 
（3）マラウイにおける小規模養殖のあり方 
 マラウイ国において、水産物は動物性タンパク質の 60～70％、全タンパク質摂取量に

ついても 40％を供給している。その多くは、マラウイ湖、チルワ湖、マロンベ湖、シレ

川からの漁獲であるが、資源保護，環境保護を考慮すると漁獲を大幅に伸ばすことは難し

い。また、鮮魚の流通経路が確立されていないようであり、干し魚が多い。このような状

況下で、地域に根ざした小規模養殖に対する需要は大きいものの、どのような形態を目指

すかが不明確である。 
 そこで、現在の養殖の現状から考えられる小規模模養魚のあり方は次の通りと考えられ

る。 
① 200g/㎡を目指した施肥養魚 
 電源、水源、飼料のない状況下では、高生産量を望まず、200g/㎡（収容密度）を安定

的に生産することを目指す。 
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② Chambo を中心としたティラピアとナマズの混養 
 Chambo を中心としたティラピアは、池中において繁殖し、種苗を自然条件下で生産す

ることができる。また、性差によって成長が異なることを利用し、成長のよい雄の単性養

殖を行うことが可能である。また、アフリカヒレナマズと混養することにより、小型魚を

淘汰し、ナマズの生産性を上げることも可能である。 

③ 1 養魚農家あたりの規模は 200 ㎡～300 ㎡の池を 3 面程度 
 管理の容易な池は概ね 200～300 ㎡である。このサイズの池を 3 面程度保有し、1 面を

親魚池、他の 2 面を養成池として使用する。親魚池では、ティラピアの雌雄親魚を飼育し、

自然産卵・種苗を生産させる。この親魚池から定期的に種苗を取り上げ、小さな魚（雌）

は販売し、大きな魚（雄）は養成池に入れ成長させる。 

④ リン酸源を確保するための養鶏 
 施肥養魚のうち最も重要であるリン酸源として鶏糞を確保する必要がある。このため、

経営の一環として養鶏を取り入れ、鶏糞の確保を図ると共に、養鶏による収入向上も目指

す。 
 
 このような小規模養殖を目指すためには、次のような方策が必要と考えられる。 
① 日本式普及員の育成 
 現在活動している養殖普及員に対して、技術面・経営面のコンサルテーションを前提と

した普及員となるよう育成する。 

② 窒素源を確保するための研究 
 施肥のための窒素源として、マデヤが利用されているが、他の材料をもとに研究する必

要があろう。現在では、山羊の糞を直接池に入れることが研究されているが、直接池に入

れた場合、池の大きさにもよるが、アンモニアや硝酸が負の影響を与えることも考えられ

るため、好ましくない。貯留し発酵させた後、池に投入することがより理想である。また、

貯留／発酵が可能であれば、他の動物の糞尿も使用可能である。 

③ 養魚資材の共有 
 地引網や他の養魚資材について、共同化・グループ化による共有化、または、国立養殖

センターからの貸出制度を創設することにより、当面の養魚資材確保を図る。生産物が販

売できた時点で、できるだけ購入するよう働きかけ、自立を促す。 

④ マニュアル作り 
 200g/㎡を生産することを念頭においた養魚マニュアルを作成する。マニュアルには普

及員向けと小規模養魚農家向けと別々に作成する。また、養魚池の造成マニュアルも作成

し、漏水対策、鳥害対策について記載する。 
 
3－2 プロジェクトの実績 
（1）投入 
 1)日本側投入 
① 専門家派遣 
 プロジェクト開始時より、長期専門家 12 名（269Ｍ/Ｍ）、短期専門家 13 名（20.5Ｍ/Ｍ）

が派遣された。育成技術分野の長期専門家がマラリア罹患のため任期短縮し、後任の長期
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専門家も個人的事情により任期短縮した。 

② 研修員受け入れ 
合計 19 名の本邦研修及び 2 名の第三国研修（於フィリピン）が計画に沿って適切に実

施された。 

③ 機材供与 
合計 5,984 万円の機材（携行機材を含む）が供与され、プロジェクトの活動に使用され、

維持管理状況も適切であった。しかし、加温装置到着の遅れが発生、さらには加温装置設

置マニュアルも不着であったため、後日マニュアルが現地に送付された。 

④ 現地業務費 
施設整備及びプロジェクト活動のために計 6,905 万円が投入された。しかし、当該費目

による種苗生産施設の建設は、マラウイ側の作業の遅れにより、当初計画より遅延した。 
 
 2)マラウイ側投入 
① 土地、建物、既存機材の提供 

NAC の土地（34ha）、建物、既存機材が提供された。 

② C/P 配置 
プロジェクト期間を通じて概ね適切な C/P が配置された。しかし、実証試験分野におけ

る C/P の人数に不足が発生した。プロジェクト期間中 1 名が退職し、7 名が転勤となった。 

③ 予算（マラウイ側措置） 
マラウイ側が実施した予算措置は 3 種類（プロジェクト経費補填、C/P バリューファン

ド、リボルビングファンド）ある。プロジェクト経費補填としては 5 年間で計 MK600,000
が支払われ、カウンターバリューファンドからは計 MK11,579,400 が支払われた。またリ

ボルビングファンドからは計 MK7,268,900 が支払われた。 
 
（2）活動 
活動 1.1.1 天然・飼育下の成熟過程の研究を行う 
 天然採取された 6 魚種（ムパサ Opsaridium microlepis、ニングイ Labeo cylindricus、ンチ

ラ Labeo mesops、タンバ Barbus litamba、カディアコロ Barbus eurystomus、ツングワ

Serrranochromis robustus）の性成熟に関する研究を実施した。ムパサは 6 月から 8 月、ニ

ングイ、ンチラ、 タンバ、カディアコロについては 12 月から 2 月にかけて成熟すること

が判明した。 
 
活動 1.1.2 ンチラについて天然飼育下の成長・成熟過程の研究を行う 
 ンチラの成長に関する研究は施設上の制約があり実施できなかった。耳石と年輪からン

チラの成長と年齢の関係を調べたが明瞭な結果は得られなかった。 
 
活動 1.2.1 親魚養成のための飼育環境の研究を行う 
 親魚用配合飼料の各材料の配合量とコストが瞬時に出せるパソコンソフトが開発され

た。成長と肥満度をもとに親魚の飼育条件を研究し、一定の適用条件が明らかとなった。 
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活動 1.2.2 親魚用配合飼料の開発を行う 
短期専門家派遣により、新たな仔稚魚用の餌が開発され、コストと効率を考えた新たな

仔稚魚用、成魚用の配合飼料の組成や製造過程を見直した。 
 
活動 1.3.1 ホルモン注射による産卵誘発試験を行う 

タンバとンチラの産卵誘発要因について研究した。コイの脳下垂体を利用したホルモン

注射により、ヒレナマズから 570,600 粒の産卵と 255,000 尾の孵化仔魚、ムパサから 32,500
粒の産卵と19,200尾の孵化仔魚、ニングイから651,900粒の産卵と281,900尾の孵化仔魚、

ンチラから 241,700 粒の産卵と 126,900 尾の孵化仔魚、タンバから 563,500 粒の産卵と

494,300 尾の孵化仔魚を得た。 
 
活動 1.3.2 環境調整による産卵誘発の実験を行う 
 ンチラについては加温による成熟促進試験を実施中である。一方、加温によりニングイ

から 69,100 粒の産卵と 26,300 尾の孵化仔魚、タンバより 163,000 粒の産卵と 62,500 尾の

孵化仔魚を得た。また、タンバに関しては、自然産卵とホルモン注射による産卵に成功し

た。加えて、ホルモン注射によりニングイから 213,000 粒の産卵を得た。 
 
活動 1.3.3 初期生活史解明のための実験を行う 
 タンバ、ニングイ、ンチラについて初期生活史調査を行い、3 つの研究報告がとりまと

められた。 
 
活動 1.3.4 仔稚魚飼育のための飼育環境の研究を行う 
 中間育成槽においてタンバとンチラの稚魚の育成に成功した。ヒレナマズ（Clarias 
gariepinus）から 22,600 尾の稚魚、タンバでは 133,200 尾の稚魚、ムパサでは 1,100 尾の

稚魚、ニングイからは 14,300 尾の稚魚、ンチラからは 23,500 尾の稚魚をそれぞれ生産し

た。 
 
活動 1.3.5 天然餌料培養・人工飼料生産の研究開発を行い、マデヤ粒の大きさや製粉の

仕方の違いと成長との関係を調べ、NAC 製造の飼料に植物油脂 15%の添加を行う 
 露地池を使用した動物プランクトン培養試験を実施し、プランクトン密度が 1.5 個/ml
以下または溶存酸素量が 4.5mg/l 以上になったときに給水することで継続的に動物プラン

クトンを培養できた。 
 マデヤ粒の大きさや製粉の仕方の違いと成長との関係についてはまだ調査していない。 
 NAC で製造された飼料に植物油脂 15%の添加は実施しなかった。これはプロジェクト

で開発した人工飼料と植物油脂を 15%添加した飼料と比較した結果、両者に著しい違いは

なかったためである。 
 
活動 1.3.6 澱粉の消化性向上、または消化阻害物質の破壊が可能な加熱処理の影響につ

いて試験を行う 
 成長阻害要因を取り除くため、飼料には加熱処理した大豆を主に使用した。 
 
活動 2.1.1 家畜排泄物、家畜との複合飼育を含む施肥技術に関する研究を行う 
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 ヤギ糞の施肥効果と蛆を湧かせた鶏糞の施肥効果に関する試験を完了した。養殖池中に

多数立てた竹に微生物を繁殖させ、それを用いたプランクトンの発生促進や養殖魚の餌と

する試験をカシンツーラ養魚場にて実施した。結果は施肥技術に関するマニュアルとして

取りまとめられる。 
 
活動 2.1.2 ビールかす、イースト、豆、米糠等について再度、飼料の原料となる可能性に

ついて調査する 
 米糟が飼料の原料となる可能性について再調査を実施した結果、メイズ糟と同等であっ

た。魚糟、ビール糟が飼料の原料となる可能性についても再調査を実施した。 
 
活動 2.1.3 基礎的な事項（既存養殖魚種の成長速度）を明らかにする目的で水槽による試

験を行う 
 施設的な制限により小型タンク（20l）を使用した一尾試験を実施し、成長速度に関する

基礎的事項を調べた。 
 
活動 2.1.4 既存養殖魚種用の人工飼料の開発を行う 
 ヒレナマズ用の配合飼料を開発した。 
 
活動 2.1.5 有機廃棄物の餌としての有効性についての調査を行う 
 メイズ糟の代替飼料として干魚屑殻と米糟の可能性について実験を実施した。 
 
活動 2.1.6 生産サイクルの試験を行う 
 シラヌスの飼育下での性比について実験を実施した。シレ川下流域に季節的に出現する

孤立水体（タマンダ）の養殖利用に関する調査を実施した。 
 
活動 2.1.7 魚種の組み合わせ、放養密度、給餌率などの養殖方式に関する試験を行う 
 シラヌスとレンダリの異なる放養比率下での稚魚発生に及ぼす影響に関する試験を実施

し、適正な養殖方式が検証された。ヒレナマズとモザンビカ（Oreochromis mossambicus）
の混養に関する実験は実施中である。 
 
活動 2.1.8 食害に対する防御方法を改善する 
 食害に関する実態調査を完了し、池の推移が重要な要素であることが明らかになった。

現在、高水位での鳥害削減効果試験を実施中である。各種の食害防御法も試みられた。 
 
活動 2.1.9 収穫の方法・時期・頻度などを考慮した収穫技術の試験を行う 

レンダリとシラヌスを選別機により、それぞれの大型の雄の個体を選別する手法をカシ

ンツーラ養魚場にて実施した。 
 
活動 2.1.10 既存養殖魚種の成長、生産量に関与する制限要因を調べる 
 最大成長を調べるために必要な高タンパクの人工飼料が入手できなかったことから既存

養殖魚種の成長、生産量に関与する制限要因を調べることができなかった。 
 
活動 2.1.11 成長の優れた系群抽出のための選別育種試験を実施する 
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 成長の優れた系群抽出のための選別育種試験は育成技術試験で実施した。 
 
活動 2.1.12 再生産阻止対策（網生け簀高密度養殖、単一性養殖）を明らかにする 

単一性養殖及び選別器を使って再生産防止策を実施し、大きな成果を得た。また、NAC
の施設を使用した網生簀高密度飼育は実施不可能であった。 
 
活動 2.2.1 NAC の種苗生産施設を整備する 
 大量種苗生産の確立に必要な施設（20 トンの中間育成槽 12 機）が完成した。 
 
活動 2.2.2 ホルモン注射による産卵誘発実験を行う 
 ヒレナマズの親魚を確保した。親魚の選別、ホルモン注射、採卵、稚魚の育成について

は現在実施段階である。ホルモン注射によるヒレナマズの産卵促進試験は完了した。

14,000 尾のヒレナマズの稚魚、及びタンバの 100,000 尾の稚魚が生産された。 
 
活動 2.2.3 大量種苗生産を実施する 
 ヒレナマズは 1 万匹以上の種苗が生産された。10 万匹単位の種苗生産はタンバをヒレ

ナマズの代替魚種として選別し成功した。また、短期専門家により仔稚魚の配合飼料が開

発され、これを利用した稚魚生産の実験を実施した。 
 
活動 2.3.1 実証試験を行う農家を選定する 
 実証試験を行う選択農家を以下の通り選んだ。選定に際しては C/P の推薦農家であるこ

と、実証試験を受け入れてくれる農家であること、及び全体のバリエーションが考慮され

た。 
・ 12 軒の個人農家 
・ 4 つの女性及び男性グループ農家 
・ 2 つの教会 
・ 2 つの学校 
・ 2 箇所の NAC のサテライトステーション（チンスエ Chinsue 及びチシツ Chisitu） 

 
活動 2.3.2 各選定農家の条件に合った養殖方法を決定する 
 各々の小規模農家の状況は社会経済面で異なるものの最適養殖方法の根底にあるもの

は大差がないと判明した。小規模農家が養殖を実施する際の制約要因が次の項目であるこ

とが判明した。 
・ 飼料の入手 
・ 窒素源 
・ 必要な諸施設機材の欠如（収穫時の網、池造成のための機材） 
・ 適切な養魚池建設技術の欠如 
・ 養殖を実施するに際して必要最低限な教育の欠如 

こうした制約要因に対する方策として次を実施した。 
・ メイズ粕の利用 
・ 鶏糞及びヤギの糞の利用 
・ 必要な諸施設機材の貸し出し（収穫時の網、池造成のための機材） 
・ 適切な養魚池建設の技術指導 
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活動 2.3.3 決定された養殖方法の実証試験を行う 
 実証試験は第 1 回目が 2001 年の終わりに実施し、養殖魚（シラヌスとレンダリ）が

30g/ind.～40 g/ind. av.に成長し生産性は-15 g/㎡/crop～100g/㎡/crop であった。第 2 回目の

実証試験は 2003 の 1 月に実施され、混性養殖の場合のシラヌスとレンダリの成長につい

て調べた。養殖魚は 40g/ind.～80 g/ind. av.に成長し、生産性 100 g/㎡/crop～180g/㎡/crop で

あった。第 3 回目の実証試験は 2003 年の 3 月に実施し、養殖魚は 100g/ind.～180g/ind. av.
に成長し生産性は、150g/㎡/crop～230g/㎡/crop であった。 
 
活動 2.3.4 現在までに得られた養魚成績を解析し、最適と考えられる養殖サイクルや技

法を再考し、その手法を実証する 
屋外実証試験結果と室内の実験結果から最適な養殖サイクルは 2～3 ヶ月毎であること

が解った。 
 
活動 2.3.5 ヤギの糞をした施肥の実用化試験をする 

ヤギの糞を使用した施肥の実用化試験を実施したが、ほとんど施肥効果のないものであ

った。 
 
活動 2.4.1 Open Field Day（選定農家の見学会）を開催する 
 2003 年 3 月に Open Field Day を開催し、39 名の個人農家及び教会 1 軒の参加があった。

次回の Open Field Day は 2004 年の 2 月に開催を予定している。また、普及員、技官、小

規模農民を対象としたワークショップを 3 回開催した。 
 
活動 2.4.2 現地語と英語の養殖マニュアルを作成する 

小規模農民を対象にした養殖のマニュアルは、プロジェクト終了までに完成予定である。 
 
活動 2.4.3 研究員・普及員・農民を対象としたワークショップを開催する 
 セミナー及び展示会を 2001 年の 8 月に 1 回開催した。 
 
活動 3.1  養殖運営基金を設立する 
 NAC の自己資金調達のためのリボルビングファンドを設立した。ファンドの積立額は

MK7,260,000 に達したが、財政難を理由にマラウイ国大蔵省によりファンドが凍結された。 
 
活動 3.2  NAC の研究活動を通じて魚を生産し販売する 
 NAC の研究活動を通じて稚魚と成魚を生産し、販売した。 
 
活動 3.3  マラウイ人 C/P に対する研修計画を立案する 
 マラウイ人 C/P に対する技術移転は次項目について実施した。 
・ C/P に対する技術移転は毎日の業務実施に際して行った。 
・ C/P への研修を予定通り実施した。 
C/P は 2003 年 3 月に実施されたセミナーにおいてほぼ独力で研究成果を発表した。ま

た、GTZ が開催したセミナーにおいては、日本人専門家の指導の下、研究成果を発表し

た。 
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活動 3.4  定期／不定期に研究活動報告書を作成する 
 C/P は研究報告書や活動報告書の作成に際して、日本人専門家の指導・監督の下、ほと

んどの報告書作成業務を独自で実施できるようになった。 
 
（3）成果 
成果 1.1：新養殖魚種の繁殖産卵生態が解明される 

上記成果の目標は順調に達成されている。新養殖魚 4 種（ムパサ Opsaridium microlepis, 
ニングイ Labeo cylindricus, ンチラ Labeo mesops, タンバ Barbus litamba）及び 1 種（カデ

ィアコロ Barbus eurystomus）について産卵盛期が判明した。3 種（Labeo cylindricus, Labeo 
mesops, Barbus litamba）については水温が産卵誘発要因のひとつとして大きく関係してい

ることが解った。 
 
成果 1.2：新養殖魚種の親魚養魚技術が確立される 

上記成果の目標は順調に達成されている。3 種（ニングイ、ンチラ、タンバ）において

天然採取された未成魚から産卵成魚の飼育に成功した。今後の課題はムパサについての産

卵成魚の飼育である。 
 
成果 1.3：新養殖魚種の産卵誘発・仔稚魚飼育の技術が確立される 

上記成果の目標はまだ達成されていない。しかしながら、2 種（ニングイ、タンバ）に

ついて産卵誘発のためのホルモン注射を行い産卵させることができ、また 4 種（ムパサ、

ニングイ、ンチラ、タンバ）の種苗生産マニュアルもプロジェクト終了までには完成する

見込みである。 
 
成果 2.1：各種条件下で養殖魚種と養殖方式の適正が解明される 

上記成果の目標はまだ達成されていない。現在、最適魚種、養殖方法の判断基準、生産

目標値の設定は途上にある。この項での対象魚種はティラピアとヒレナマズを前提として

おり、ティラピアの具体的な魚種はシラヌス（Oreochromis shiranus）、モザンビカ

（Oreochromis mossambicus）、レンダリ（Tilapia rendalli）である。今後の課題に（特に小

規模農家レベルにおける）最適な養殖方法と生産目標値の設定がある。 
 
成果 2.2：ヒレナマズの安定的な種苗生産が行われる 

上記成果の目標は順調に達成されている。12 基の種苗生産施設が建設され、14,000 尾

のヒレナマズ（Clarias gariepinus）の稚魚が生産された。PDM では成果の達成指標を「少

なくとも年間 100,000 尾のヒレナマズの稚魚が生産される」と定めている。しかし、ヒレ

ナマズのマーケット需要が少ないことや種苗生産施設建設の遅れによりヒレナマズの産

卵盛期を逸した。よって、プロジェクトは代替魚種としてタンバを用い、稚魚を 100,000
尾生産させることに成功した。種苗生産に関するテクニカルレポートを印刷した。また、 
ヒレナマズの種苗生産に関するマニュアルはプロジェクト終了までには完成の予定であ

る。 
 
成果 2.3：NAC で開発された技術が選択農家で実証される 

上記成果の目標は順調に達成されている。プロジェクトで選定した 12 の選択農家（個

人およびグループ）のうち、10の選択農家で養魚の収穫量が 100g/㎡/crop から 200g/㎡/crop
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に増加した。この項における対象魚種は、選択農家で既に養殖されていたシラヌス、レン

ダリの他、カロンガエ（Oreochromis karongae）、ンチラとなっている。カロンガエが対象

魚種に選ばれた理由は、マラウイで食用魚としての人気が高く、マラウイ湖での乱獲によ

る資源枯渇が懸念されているためであり、ンチラは新養殖魚種のうち種苗生産結果ならび

にその後の成長試験結果が最も良く、なおかつマラウイ国側からも養殖法の確立を期待さ

れているためである。しかしながら、NAC で開発された技術を広く小規模養魚農家に移

転させることは、未だ限定的な状況であり、今後いかに展開してゆくかが課題である。 
 
成果 2.4：養殖に対する農民の意欲・興味が高まる 

上記成果の目標は順調に達成されている。農民を対象としたオープンフィールドデイの

開催や SADC エキシビションセミナーの主催と参加を通して農民の養殖に対する興味が

高まり、NAC や選択農家への来客、見学者が増加した。NAC への問い合わせは約 80 件

あった。 
 
成果 3. ：持続性を確保するための体制が確立される 

上記成果の目標は概ね達成されている。配合飼料の作成や一部の飼育試験に関しては、

既に C/P 主導で行われている。また、マラウイ政府大蔵省によるリボルビングファンドは、

財政難により凍結が続く中、稚魚や成魚の販売は増加した。今後の課題は、マラウイ政府

大蔵省に対してリボルビングファンドの凍結解除を申請し、自己資金調達の体制を確保す

ることである。 
 
（4）プロジェクト目標 
 新養殖魚種 4 種（ムパサ、ニングイ、ンチラ、タンバ）の稚魚までの飼育歩留まりは

70％前後を達成しており、また C/P による採卵・孵化・仔稚魚飼育が可能となったため、

本プロジェクト目標の 1 つである新養殖魚種の種苗生産技術確立は、ほぼ達成されたと

思われる。一方、2 つ目の目標である既存養殖魚種（ティラピア類およびヒレナマズ）

の適正養殖技術については、選択農家においてティラピア（シラヌス及びレンダリ）の

生産量が大きく増加、またプロジェクトでは小規模農家を対象する適切な養殖池デザイ

ンに関する試験や、養殖魚をシラヌスの単性養殖とした条件下で主に養殖池の最適水深

と堤防に関する試験が実施し、プロジェクト活動の方向性が明確にされた。しかしなが

ら、育成技術及び実証試験の分野において、試験場レベルから小規模農家に適応可能な

技術の移転状況は限定的なものであり、今後何らかの継続的支援が必要と思われる。 
 
3－3 プロジェクトの実施プロセス 
 合同評価チームは「プロジェクトの目標は概ね達成された」と判断した。プロジェクト

開始後間もなく育成技術分野の長期専門家の任期短縮と後任の長期専門家の任期短縮が相

次ぎ、プロジェクトの進捗に大きな支障が生じた。こうした事態にもかかわらず後任の各

専門家やプロジェクトリーダー指導の下、遅れを取り戻しプロジェクトの目標を概ね達成

できたことは十分な評価に値すると思われる。一方、マラウイ国側は実証試験分野におけ

る C/P の数を十分に配置できなかったことが指摘されているが、これ以外については実施

機関である NAC 及び天然資源環境省水産局の本プロジェクトに対する投入は予定通り実施

された。ただし、自己資金調達のためのリボルビングファンドは、本プロジェクトにより

NAC において生産された稚魚や成魚の販売実績が出来始めたところで、マラウイ国政府大
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蔵省により財政難を理由に同ファンドが凍結されてしまったことは、今後のマラウイ国側

の課題であろう。 
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第 4 章 評価結果 
4－1 評価 5 項目の評価結果 
4－1－1 妥当性 
 マラウイ国では水産物は同国の動物性たんぱく質の主要供給源としてその 60～70％を占

めており、国民の食生活に重要な役割を担っている。マラウイ国政府は国家開発計画の中

で、所得向上、栄養改善及び外貨獲得の観点から水産業を農業と同様に開発の重点分野と

しており、またマラウイ湖をはじめとする天然水体における水産資源の持続的利用、漁業

者の育成と近代化、適正技術の開発による養殖事業の促進を政策の柱として掲げている。

しかし、内水面漁業の生産量が過去 10 年以上 70,000 トン前後の横這い状態であり、近年に

は減少してきている。今後、内水面における漁獲増は望めないことから養殖生産の拡大に

より水産物需要を補う必要がある。マラウイ政府は特にマラウイ湖とその周辺河川、湖沼

から遠隔地にある小規模水体を利用した農業、畜産業との複合養殖を振興し、農村部の栄

養改善を図る政策を実施している。本プロジェクトはマラウイ国のこのような国家水産開

発計画及び小規模農民のニーズに合致している。また、プロジェクトが目指した小規模農

家の養魚方法の確立はマラウイ国の国家貧困削減政策にも合致している。国民へのタンパ

ク質供給の大部分はマラウイ湖からの漁獲に頼っていたが近年の同湖における漁獲量の減

少により、この供給が減り続けてきた。プロジェクトが焦点を当てた養殖技術で扱った魚

種はマラウイ湖周辺の在来種を対象としており、養殖技術の確立は同湖からの漁獲量の減

少に伴うタンパク質供給の減少を補い、同時にマラウイ湖の漁獲圧減少を促し、水産資源

の回復に寄与するものである。 
 以上より、本プロジェクトはマラウイ国の政策や裨益グループである小規模の農民のニ

ーズに合致しており、妥当であったと言える。 
 
4－1－2 有効性 

本プロジェクトのプロジェクト目標は概ね達成されたと言える。4 魚種 (Labeo cylindricus, 
Labeo mesops, Barbus litamba, 及び Opsaridium microlepis)の種苗生産における歩留まりは

70% 前後を達成しており、PDM に記載されている目標達成度を測る指標である「最低 2 種

について歩留まり 30%以上の種苗生産の達成」を本プロジェクトは達成している。また、

本プロジェクトで選択した農家 12 軒のうち 11 軒でティラピアの生産量（Oreochromis 
shiranus 及び Tilapia rendalli）が増加した。PDM に記載されている成果はそのほとんどが

得られ、これらの成果はプロジェクト目標達成に有効に寄与した。しかしながら、専門家

着任時期の遅れなどから、PDM で示されている「成果 2.1 各種条件下での養殖魚種と養殖

方式の適正が解明される」についてはまだ具体的な成果は出ておらず、また「成果 2.3 NAC
で開発された技術が選択農家で実証される」については、試験場レベルから小規模農家に

適応可能な技術の移転状況は十分なレベルに達していない。さらに、プロジェクトは小規

模農家を対象とした既存養殖魚の適正養殖技術の開発に力点を置いたため、ターゲットグ

ループのひとつである「一部商業養殖農家」を対象とした適正養殖技術の開発に関係した

活動は、別途実施されている開発調査でフォローされていること、小規模農家支援に比較

して優先度が低かったため限定的であった。 
 
4－1－3 効率性 

本プロジェクトにより提供された機材は効率的に使用され、また適切に維持管理されて

いる。しかし、日本国側、マラウイ国側双方に投入の点でいくつかの問題点が発生したこ
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とは否めない。日本国側の主な問題点は 3 つある。第 1 点目は、日本人長期専門家の任期

に関して問題点が生じたことである。まず、育成技術分野における日本人長期専門家 2 名

が相次いで任期を短縮している。1 名の専門家はマラリア羅患によるものであり、専門家は

カシンツーラ養魚場にて勤務時に羅患した可能性が指摘されている。また、後任の同分野

の長期専門家も個人的事情により任期を短縮しており、こうした状況から、プロジェクト

立ち上げから約 2 年間は育成技術分野における成果はほとんどみられなかった。さらに、

実証試験分野専門家の投入のタイミングについても問題点が指摘された。プロジェクト当

初の計画では、まず育成技術分野専門家により技術確立が行われた後、実証試験分野専門

家により小規模農家に養殖の技術普及が図られるという構想であったため、実証試験分野

の長期専門家の派遣が育成技術分野の長期専門家の派遣時期より遅く設定されていた。し

かしながら、実際には実証試験を行うにあたり、小規模農家対象の社会経済調査を実施し、

その結果に基づいて同分野の業務を開始する必要があった。かかる理由により結果として

遅く設定されていた実証試験分野専門家の派遣時期が、本プロジェクトの効率性を低下さ

せることとなった。第 2 点目は加熱処理機材の供与が遅れたうえ、当該機材マニュアルが

届かなかったことである。さらに第 3 点目ではマラウイ側による種苗生産施設の建設の遅

れがあり、これらは共に業務の進捗に影響を与え、プロジェクトの効率性を低下させた。

既に上述の通り、マラウイ国側からは実証試験分野における C/P の数を十分に提供できな

かったことが挙げられる。このため、実証試験分野の業務進捗状況に影響を与え、プロジ

ェクトの効率性を低下させた。以上から本プロジェクトの効率性に関してはやや低いと判

断される。 
 
4－1－4 インパクト 

本プロジェクトが与えたインパクトは正のインパクトであり、負のインパクトは観察さ

れていない。正のインパクトの主なものは 3 点ある。1 点目は、本プロジェクトで選択した

農家において、食糧と現金収入を確保することができたということである。このうち、特

に 2 つの女性グループでは、本プロジェクトの支援のもとで養魚を営むことにより、食糧

確保と現金収入源の創出が可能となった。このことはグループに参加した女性達の社会的

地位の向上につながり本プロジェクトが貢献したと言える。2 点目は、プロジェクト選択農

家周辺に存在する小規模農家からの問い合わせ（約 80 件）がプロジェクトに寄せられてお

り、このことは小規模農家の養魚への関心の高まりを示していると言える。さらに 3 点目

として、本プロジェクトが生み出した養殖技術に関するノウハウや、プロジェクトで扱っ

た魚類の生物学的情報はマラウイ国全体における今後の養殖開発や学術研究へ大きな貢献、

寄与するものと思われる。過去に様々なドナーが本プロジェクトと同様な課題に挑戦し、

いずれも成功せず今日に至ったことを鑑みると、在来種を扱い小規模農民による養殖の可

能性を本プロジェクトが示したことは特筆される。以上のことより、本プロジェクトが与

えた正のインパクトは大きいものであったと判断される。 
 
4－1－5 自立発展性 
 日本人専門家からマラウイ側 C/P に移転された養殖技術に関しては、自立発展性がある

と思われる。これは本調査団による日本人長期専門家及びマラウイ側 C/P に対する聞き取

り調査において双方から養殖技術に関する技術移転が順調に進展しているとの回答がある

ことからも判断される。しかしながら、小規模農家を対象とした養殖技術は本プロジェク

トではまだ確立されていない状況にあり、これに連動して NAC の主に養殖技術の普及体制
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構築に必要な組織面での能力や小規模農家を対象とした養殖技術面での自立発展性は低い

と思われる。また、当初本プロジェクトでは自立発展性を高めるため、自己資金源として

養殖魚の売り上げによるリボルビングファンドを設立し、順調に売り上げを伸ばすことが

できた。しかしながら、マラウイ政府大蔵省の政府内予算の調整に起因した同ファンドの

凍結により、自己資金調達の道が閉ざされてしまっている。自立発展性を確立していくう

えで自己資金調達に関しても今後の対策が必要である。 
 
4－1－6 阻害・貢献要因の総合的検証 
①計画要因に関するもの 

PDM で規定されている本プロジェクトのターゲットグループ（小規模農民及び一部商業

養殖場）はそれぞれのニーズが一致しているとは言い難く、本プロジェクトとしては力点

を小規模農民に置かざるを得ない状況があった。また、成果に盛り込まれたヒレナマズの

種苗生産や活動計画に盛り込まれた人工飼料開発は、本プロジェクトのターゲットグルー

プである商業養殖場のニーズから PDM に計画されたと考えられる。しかし、一方では人工

飼料は小規模農民にとり入手は不可能に近い現実があり、また、ヒレナマズは現状では小

規模農民にとって養殖は困難でもあり、これらは本プロジェクトが力点を置いた小規模農

民のニーズに合致しているとは言い難い。さらに、実証試験分野の長期専門家の派遣が育

成技術分野の長期専門家の派遣時期よりも遅く設定されていたことと、その結果として小

規模農民を対象とする社会経済調査の実施が遅くなったことは、本プロジェクト実施に際

しての阻害要因であった。 

②実施のプロセスに関するもの 
育成技術分野における日本人長期専門家 2 名が任期短縮した（1 名は傷病，1 名は個人的

事情による)ことは、本プロジェクト実施に際しての阻害要因であった。 
 
4－2 結論 
 評価分析の結果、プロジェクト目標は概ね達成されたと判断される。新養殖魚種として

指定された 4 魚種の種苗生産の歩留まりは 70% 前後を達成しており、種苗生産技術はほぼ

確立されている。選択された養殖農家の既存養殖魚種はヒレナマズを除き、ティラピア類

の生産性についてはほとんどの選択農家において増加を示し、プロジェクト目標の 2 点目

も達成されつつある。NAC の技術面、組織面での能力も強化され、既存養殖魚種の適切な

養殖方法は、様々な課題を抱えつつも、マラウイ国で初めて確立されつつある。また、本

プロジェクトはマラウイ国の小規模農民が養魚へ取り組むことができる大きな可能性を示

し、選択農家周辺の小規模農民の養魚への取り組みの意欲を高めることに大いに貢献した。

さらに本プロジェクトで開発された技術、ノウハウはマラウイ国の今後の養殖開発へも大

きく貢献しうるものと思われる。しかし、開発された養殖技術や蓄積された養殖対象魚の

生物学的知見はマラウイ国をはじめとする関係機関に広く普及されてはいない。今後は関

係機関へのこうした技術や生物学的知見のさらなる普及が望まれる。また、実証試験分野

及び育成技術分野においても、特に小規模農民を対象とした適応可能な養殖技術の普及に、

力を注ぐことも望まれる。またプロジェクトにおける今後の自立発展性を考慮した場合に

は、現在凍結中の自己資金調達手段としてのリボルビングファンド再開へのマラウイ国関

係者のさらなる努力と、今後の自立発展性を念頭においたマラウイ国の実状に適した自己

資金調達方法の模索も必要である。 
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第 5 章 提言と教訓 
5－1 提言 
（1）協力期間終了時まで 

今回調査結果をもとに、プロジェクト活動を通じて、その対象地域の小規模農家におい

て、淡水養殖を導入しようという機運が高まってきていることが確認されたものの、プロ

ジェクト成果の応用はまだ限定的であり、また外部関係機関等との協調や情報の共有など

に関しては十分になされていない状況であった。そのため、プロジェクト期間の終了まで

に、プロジェクトで積極的に取り組むべきことに関して、調査団より下記 3 点の提言を行

った。 
1） 現地で入手可能な施肥剤を用い、小規模農家で適応可能な低投入・低コストでの既存

養殖魚種の養魚技術を改善する必要がある。 
2） プロジェクト活動により得られた成果や知見を、広く小規模農家や養殖関連機関と共

有することができるように、その普及や伝達の方法を改善する必要がある。 
3） 養殖に関する研究・技術開発を行っている他の関係機関との連携を強化し、チャンボ

資源回復戦略に整合する研究活動も積極的に強化していく必要がある。 
 
（2）協力期間終了後 

プロジェクト協力期間が終了するにあたり、プロジェクトで確立された体制や成果・知

見の自立発展性を確保し、今後も引き続き NAC における各種活動を継続的に実施してい

くことが、プロジェクト対象地域における小規模農家の生計向上に寄与しうると本調査に

より確認された。また、特に小規模農家で適応可能な低投入での養魚方法の開発、ならび

にプロジェクトで開発された技術を地域に移転してゆく活動に関しては何らかの継続的

支援が必要と考えられる。そのため、現在の体制を維持し、さらにその効果を発現させる

ため、調査団から下記の 2 点の提言を行った。 
1） マラウイ政府は、NAC における必要な活動を実施するために、回転資金などの自己資

金調達手段を NAC で確立することによりその運営資金を確保すると共に、現状の人

員配置を保持する必要がある。 
2） マラウイにおける養殖開発と小規模農家の生計の向上のため、日本とマラウイの両国

政府は、本プロジェクトの成果に基づき、将来のさらなる協力の枠組みについて、早

急に検討を行う必要がある。 
 
5－2 教訓 

アフリカの中でも最貧国に属するマラウイでは、淡水養殖の普及は小規模農家の生計向

上手段と栄養改善に効果的であると期待されるものの、その導入や実施に際しては、様々

な制限が多く、養殖のための餌料はその主要な制限要因のひとつとなっている。そのため、

総生産量の増加を目指す集約的な養殖より、鶏糞など現地で入手可能な施肥剤を用いた粗

放的な養殖を展開することが求められ、さらには水産以外の畜産・農業といった他分野と

共同で、セクター横断的な発想による効率的な案件の実施を考慮する必要がある。 
また、本プロジェクトでは、まず育成技術分野専門家により技術確立が行われた後、実

証試験分野専門家により小規模農家に養殖の技術普及が図られるという構想であったため、

実証試験分野の長期専門家の派遣が育成技術分野の長期専門家の派遣時期より遅く設定さ

れていた。しかしながら、実際には実証試験を行うにあたり、業務開始前に小規模農家を

中心とした社会経済調査を実施し、その結果に基づいて同分野の業務を開始する必要があ
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った。そのため、今後養殖の技術開発とその実証がひとつのプロジェクトのコンポーネン

トに含まれている場合にも、実証を担当する専門家の派遣に際しては、専門家業務を開始

する前に当該地域と養殖の実施状況について正確に把握するため、何らかの調査を行う期

間を設けることが望ましい。さらに、マラウイでは教育や医療が未発達な状況であり、多

くの感染症による死亡者を出しており（同国における HIV 感染率は 50％を超えるとも言わ

れている）、同国の平均寿命を押し下げている一要因となっている。このことは、プロジェ

クトにおける技術者の定着率にも影響しており、技術の定着という観点からは、できるだ

け多くの C/P の配置を考慮する必要がある。 
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・ Ms. Joyce Tambala  Principle Administration Officer 
・ Mr. Hastings Chipongwe  Planning Officer（「マ」側調査団メンバー） 

（4） 水産局 
・ Dr. Sloans K. Chimatiro  Director of Fisheries 
・ Mr. Alexander Bulirani  Deputy Director 
・ Mr. Joe Mfune  Principle Fisheries Officer 
・ Mr. Orton M. Kachinjika  Chief Fisheries Officer 
・ Mr. Deizo Banda  Deputy Chief Fisheries Officer（「マ」側調査団メンバー） 
・ Mr. N. Msowoya  Economical Planning Unit 

（5） 大蔵省 
・ Mr. Mccallum Sibande  Deputy Director of Debt and Aid Management Department 
・ Mr. Davie Wirima  Assistant Director of Debt and Aid Management Department 

（6） マラウイ大学ブンダ農学校（養殖・水産学部） 
・ Dr. Emmanuel Kaunda  Head of Aquaculture and Fisheries Department 
・ Dr. Jeremy S. Likongwe  Senior Lecturer 
・ Mr. Wilson Joe  Lecturer 
・ Mr. Francis Maguza-Tembo  Lecturer 
・ Mr. Austin Mtethiwa  Lecturer 
・ Mr. Joshua S. Valeta  Staff, Associate 
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（7） モンキーベイ水産研究所 
・ Mr. Moffat Manase  Head of Fisheries Research Unit, Fisheries Department（「マ」側調査団

メンバー） 
（8） MALDECO FISHERIES 
・ Mr. Horace L. Chipuwa  Chief Accountant 
・ Mr. Esben Holm  Aquaculture Project Manager（ノルウェー人専門家） 

（9） マラウイ大学チャンセラー校（分子生物学・生態学研究ユニット） 
・ Prof. Aggrey Ambali  Executive Manager of Bio-EROC 
・ Dr. Lawrence Malekano  Lecturer, Sociology 
・ Mr. Wisdom Changadeya  Laboratory Manager 
・ Mr. George Mwale  Research Fellow 

（10） 養殖開発マスタープラン調査団 
・ 山本 幸生 総括（システム科学コンサルタンツ株式会社） 
・ 打木 研三 農業と養殖の複合システム（システム科学コンサルタンツ株式会社） 
・ 新村 有紀 プロジェクトモニタリング（システム科学コンサルタンツ株式会社） 
・ 関 千種 業務調整（システム科学コンサルタンツ株式会社） 

 
（ザンビア） 
（1） 在ザンビア日本国大使館 
・ 石 弘之 特命全権大使 
・ 湯本 健一 二等書記官 

（2） JICA ザンビア事務所 
・ 乾 英二 所長 
・ 境 勝一郎 次長 
・ 前田 憲次 職員 
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ミニッツ（評価グリッド・実績グリッドを含む） 
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